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【手続補正書】
【提出日】平成27年2月4日(2015.2.4)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ベース部と、前記ベース部に継ぎ手部を介して接続された可動部と、を有するカンチレ
バーと、
　前記ベース部と前記可動部とに固定された物理量検出素子と、
を備え、
　前記カンチレバーは、前記可動部に設けられている凹部内に配置される第１支持台部と
、前記ベース部に設けられている凹部内に配置される第２支持台部と、を有し、
　前記物理量検出素子は、振動梁部の一方の長手方向端部に接続される第１基部と、他方
の長手方向端部に接続される第２基部と、を有し、
　前記第１支持台部と前記第１基部、及び前記第２支持台部と前記第２基部が、接着剤を
介して固定されていること、
を特徴とする物理量検出器。
【請求項２】
　前記第１支持台部は、前記振動梁部の長手方向に交差する方向に空隙を有して分割され
ており、
　前記第２支持台部は、前記振動梁部の長手方向に交差する方向に空隙を有して分割され
ていること、
を特徴とする請求項１に記載の物理量検出器。
【請求項３】
　前記第１支持台部と前記第１基部とを固定する接着剤は、前記可動部に設けられている
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前記凹部の内部に連続して存在し、
　前記第２支持台部と前記第２基部とを固定する接着剤は、前記ベース部に設けられてい
る前記凹部の内部に連続して存在していること、
を特徴とする請求項１または請求項２に記載の物理量検出器。
【請求項４】
　前記カンチレバーと前記物理量検出素子は、前記接着剤を介して厚み方向に所定の隙間
を有して固定されていること、
を特徴とする請求項１ないし請求項３のいずれか一項に記載の物理量検出器。
【請求項５】
　前記凹部は、前記第１支持台部の周囲から前記第２支持台部の周囲にわたって連続して
形成されていること、
を特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれか一項に記載の物理量検出器。
【請求項６】
　前記継手部は、前記可動部の第１主面と前記第１主面に対向する第２主面の両方に形成
される溝部によって形成されており、
　前記凹部の深さは、前記可動部の第１主面側の溝部の深さより浅いこと、
を特徴とする請求項５に記載の物理量検出器。
【請求項７】
　請求項１ないし請求項６のいずれか一項に記載の物理量検出器と、
　前記物理量検出器を収容するパッケージと、
を備えていることを特徴とする物理量検出デバイス。
【請求項８】
　請求項１ないし請求項６のいずれか一項に記載の物理量検出器と、
　少なくとも物理量検出回路と、
を備えていることを特徴とする電子機器。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００３】
【特許文献１】米国特許第４７６６７６８号明細書
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